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南海トラフ地震とは？
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「日本付近のプレートの模式図」

（気象庁Webサイトより）

南海トラフ地震とは？

南海トラフ地震は、静岡県の駿河湾から宮崎県の日向灘沖にかけてのプ
レート境界を震源域として概ね100～150年間隔で繰り返し発生してきた
大規模地震です。

科学的に想定される最大クラスの南海トラフ地震（南海トラフ巨大地
震）がひとたび発生すると、静岡県から宮崎県にかけての一部では震度7と
なる可能性があるほか、関東地方から九州地方にかけての太平洋沿岸の広
い地域に10mを超える大津波の襲来が想定されています。

※【南海トラフ】とは…
駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土佐湾を経て
日向灘沖までのフィリピン海プレート及びユーラシアプレートが接する海底の
溝状の地形を形成する区域を「南海トラフ」といいます。



南海トラフ地震とは？

～新たに発表された南海トラフ巨大地震の被害想定（R7.3.31 内閣府発表）～

長野県
約80人
約3,100棟

岐阜県
約300人
約9,600棟

三重県
約20,000～

29,000人
約253,000棟

静岡県
約71,000～

101,000人
約290,000棟

愛知県
約17,000～

19,000人
約401,000棟

凡例
上段 死者数 約〇〇〇～

〇〇〇人
下段 全壊棟数 約〇,〇〇〇棟

（早期避難率高＋呼びかけ）

（早期避難率低）

【中部5県】

出典：「南海トラフ巨大地震 最大クラス地震における被害想定について
【定量的な被害量（都府県別の被害）】」（令和7年3月）

【全国】
死者数  ：298,000人  
全壊焼失棟数：2,350,000棟
資産等被害：224.9兆円
経済活動への影響：45.4兆円
災害関連死者：最大約2.6万人～5.2万人

（※各項目毎の最大ケースで記載）
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南海トラフ地震対策中部圏戦略会議とは？

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議とは？
東日本大震災の教訓を踏まえ、地震の被害や経済への影響を最小にするため、中部圏の国、地方公共団体、学識経

験者、地元経済界等が「中部圏戦略会議」を設立しました（写真はH30.5.17開催の第９回戦略会議の様子）。

戦略会議は、南海トラフ地震等の巨大地震に対して総合的かつ広域的視点から関係機関が一体となって重点的・戦略的に

取り組むべき事項を中部圏地震防災基本戦略として協働で策定し、フォローアップを行いながら取組を進めています。

第1回戦略会議（H23.10.4）設立

第3回戦略会議（H24.11.5）

第5回戦略会議（H26.5.22）

第8回戦略会議（H29.5.18）

第12回戦略会議（R3.5.20）

第17回戦略会議（R8.6.2）

中部圏地震防災基本戦略 【とりまとめ】

中部圏地震防災基本戦略 【第一次改訂】

中部圏地震防災基本戦略 【第二次改訂】

中部圏地震防災基本戦略 【第三次改訂】

中部圏地震防災基本戦略 【第四次改訂】
中間とりまとめを公表
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中部圏地震防災基本戦略

○ 基本戦略策定の趣旨
「東北地方太平洋沖地震」がもたらした甚大な被害の教訓を踏まえて、南海トラフ地震等の巨大地

震による被害や社会的・経済的影響を最小化するため、発災前後の「避難、防御」、「応急・復旧」、
「復興」の各段階において、中部圏の実情や課題を踏まえつつ、各機関が総合的かつ広域的視点から
重点的・戦略的に取り組むべき事項を「中部圏地震防災基本戦略」として協働で策定しました。

内閣府発表の新たな被害想定（R7.3.31）および「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の
改定を受け、基本戦略改定に取り組んでおり、R8.6.2に改訂案の中間とりまとめを公表しました。

～中部圏地震防災基本戦略～

○ 基本戦略の取組

基本戦略を着実に進めるためには、各機関や地域社会が一体となって各種施策を着実に実施すること
が重要となります。そこで、各機関の緊密な連携なくしては達成が難しい課題を 「11の連携課題」とし
て取組を進めています。

◆11の連携課題

避難、防御 復興

迅速な応急対策、
早期復旧の実施体制の構築

地域全体の復興を
円滑に進めるために

①.災害に強いものづくり中部の構築
（中部経済産業局）

②.災害に強い物流システムの構築
（中部運輸局）

③.災害に強い地域づくり
（中部地方整備局）

④.情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化
（東海総合通信局・国土地理院中部地方測量部）

⑤.防災意識改革と防災教
育及び人材育成の推進

（三重県）

⑥.確実な避難を達成する
ための各種施策の推進

（静岡県）

⑧.防災拠点を結ぶネットワーク
形成と総合啓開のオペレーション

計画の策定
（中部地方整備局）

⑦.災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備
（中部地方環境事務所）

⑨.関係機関相互の連携による防災訓練の実施
（中部管区警察局）

応急・復旧

被害の最小化に向けた事前対策

⑪.大規模地震発生時の初動
時のヘリ等による情報収集・
情報共有体制の構築
（中部地方整備局）

⑩.初動時医療対策のあり方
（中部ブロックDMAT連絡協議会）
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11の連携課題

「広域激甚災害時において、被災者への支援物資や復旧・復興に要する物資等の迅速・的確な供給を可能と
する、災害に強い物流体系の構築を目指す取り組み」

２．災害に強い物流システムの構築（幹事機関：中部運輸局）

民間物資拠点のリストアップについて

「地震・津波災害に強いまちづくりの推進及び災害時における被災者向け住宅支援等に向けた関係機関の連携
向上を目指す平時からの取り組み」

◆令和７年度の成果

・災害に強いまちづくり推進のため、「災害に強いまちづくりガ

イドライン」を更新・公表し、自治体職員の意識向上を目

的とした「災害に強いまちづくりシンポジウム」を開催した。

・被災者向け住宅支援に向けた関係機関との会議を実施す

るとともに、社会資本整備総合交付金等を通じて自治体

における住宅・建築物の耐震化の取組等を支援している。

・令和５年７月の国土強靱化基本計画の改定を受け、あ

らゆる関係者の理解・関心を高めていくため、国土強靱化

及び国土強靱化に資する工事について、 「旬な現場」で

広報・普及啓発活動を実施している。

３．災害に強い地域づくり（幹事機関：中部地方整備局）

旬な現場イメージ

「大規模災害発生時における、企業の事業継続力のさらなる向上を目指す取り組み」

◆令和７年度の成果

・各社のレジリエンス向上に資する普及啓発や実装推進

を目的として、令和6年能登半島地震から復旧した企

業による取組事例紹介を含むセミナーを愛知県・岐阜

県・三重県で各１回開催した。

・有事に備え、民民連携体制として自動車産業全体の

レジリエンス向上に資する人材のあり方や代替生産等

について、これまでの対応等を整理し、今後の取組など

を検討した。また、官民連携では企業へのヒアリング等を

踏まえて仮説を立案・検証し、発災前後の情報共有・

相互連携の観点で今後の取組などを検討した。

１．災害に強いものづくり中部の構築（幹事機関：中部経済産業局）

レジリエンス向上実装セミナー 防災人材のあり方と相互連携の検証
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◆令和７年度の成果

・災害時に広域物資輸送拠点としての利用が想定さ

れる民間物資拠点（トラックターミナル及び営業倉

庫）について、中部運輸局管内（愛知、静岡、岐

阜、三重、福井）で３ヶ所リストアップし、上記５県

の民間物資拠点は合計で３2７施設（うち、支援

物資輸送の広域拠点として機能すべき特定流通業

務施設は4４施設）となった。



11の連携課題

「地域性を踏まえた防災意識改革と防災教育の推進に関する取り組み」

５．防災意識改革と防災教育及び人材育成の推進（幹事機関：三重県）

◆令和７年度の成果

＜担当者会議による連携の強化＞

・担当者会議を２回（10月1日に第一回会議、3

月2日に第二回会議）開催し、防災教育テキスト

の活用検討、防災教育の取組状況の更新、各県

の先進事例やデータの情報共有、今後の取組方

針の検討を実施した。

＜各県における防災教育・人材育成の取組＞

・ 「防災意識改革と防災教育及び人材育成の推

進」の取組として、各県が地域の実情に応じて、地

域の防災リーダー等を対象とした研修会や防災講

座を実施した。

また、防災部局と教育部局が連携して高校生等を

対象とした防災教育を実施した。

担当者会議の様子

若年層向け防災研修の様子（三重県）

◆令和７年度の成果

＜東海総合通信局＞

・災害時の「通信・放送の確保」の取組みを強化するた

め、自治体等が実施する総合防災訓練、災害対策

本部訓練や展示会等に参加した。

・災害時の通信手段の確保支援や災害に強い通信

インフラの整備支援（放送ネットワークの強靭化、民

放ラジオの難視聴解消等）を継続的に実施した。

＜国土地理院中部地方測量部＞

・自然災害伝承碑（過去の自然災害に関する石碑

やモニュメントなど）を公開しており、地理院地図上で

の全国の自然災害伝承碑掲載数が2,451基となっ

た。中部地方（岐阜・静岡・愛知・三重）には東南

海地震の津波の被害を伝える石碑など、289基が

掲載されている。

・地理院地図を活用した災害対応時の情報共有手

法や地理空間情報の活用について、地方公共団体

等への周知を実施した。

「情報通信基盤の耐災害性の強化、情報伝達の多層化・充実及び地理院地図を活用した防災拠点等の情報や
災害時における情報共有手法の検討を行う取り組み」

４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化（幹事機関：東海総合通信局・国土地理院中部地方測量部）
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地理院地図上での自然災害伝承碑の位置



11の連携課題

「住民や旅行者等が確実に避難するための施策を検討する取り組み」

６．確実な避難を達成するための各種施策の推進（幹事機関：静岡県）

◆令和７年度の成果

・「確実な避難を達成するための総合対策」について、「南

海トラフ地震臨時情報に伴う防災対応中部連絡会」に

て意見交換を実施した。また、東海４県３市の取組み

について情報共有及び意見交換を実施し、各機関との

連携を図った。

・静岡県では、住民一人ひとりの状況に応じた避難計画を

作成できる「わたしの避難計画」の普及に取り組んでおり、

令和7年度は民間の総合防災アプリ「クロスゼロforファ

ミリー」と連携するなど利便性の向上に努め、住民等の

早期避難意識の更なる向上を図った。 静岡県ホームページ（一人ひとりの避難計画「わたしの避難計画」）

「地方公共団体レベルでの災害廃棄物対策の強化と地域ブロック内の広域連携体制の構築に係る取組み」

７．災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備（幹事機関：中部地方環境事務所）

◆令和７年度の成果

・令和６年能登半島地震では「災害廃棄物中部ブ

ロック広域連携計画｣を活用し、被災地のみでは処理

が困難であった災害廃棄物を管内自治体の施設で

処理し、被災地の復興に寄与した。

・令和7年度は、上記の経験を踏まえ、より円滑に同

計画を運用できるよう検証・見直しを行った。

・また、自治体職員への図上演習・能登半島での現

地研修等を行うことにより、自治体の災害廃棄物処

理体制の強化を支援した。
「中部地域ブロックにおける災害廃棄物処理体制強化モデル事業

福井県災害廃棄物処理図上演習」の様子」

「中部圏における基幹的広域防災拠点の整備についての検討及び首都機能のバックアップ等の大きな視点から
機能についての検討などを行う取り組み」

◆令和７年度の成果

・初動期に着目し、啓開着手等の行動方針の決定に

向け、浸水範囲や津波警報の発令状況を踏まえた

各計画の開始時期を整理するとともに、初動期にお

ける各計画の行動及び情報共有方法の検討を実

施した。

・南海トラフ地震を想定した災害対策本部初動訓練

において、初動期における対応方針の決定に関する

訓練を実施し、道路啓開の着手や津波警報の解除

等を踏まえ、排水作業及び航路啓開の実施に向け

た状況を把握するとともに、啓開開始に備えた準備

行動の決定内容を訓練時に共有した。

８．防災拠点を結ぶネットワーク形成と総合啓開のオペレーション計画の策定

（幹事機関：中部地方整備局）

南海トラフ地震を想定した災害対策本部初動訓練 実施状況
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11の連携課題

「迅速かつ的確な応急活動のための連携体制の確立、防災力の向上を図る取り組み」

９．関係機関相互の連携による防災訓練の実施（幹事機関：中部管区警察局）

◆令和７年度の成果

・令和７年11月に、広域緊急援助隊及び関係機関

（中部管区内警察災害派遣隊、陸上自衛隊第

10師団、高岡市消防本部、北陸地方整備局、富

山県医師会、富山県歯科医師会、防災科研等）

と合同で能登半島地震の教訓を活かした各種訓練

を実施した。

・二次災害防止として、被災地進入経路の地理空間

情報活用、レスキューロボットとの連携等を取り入れ

現場における安全対策の向上を図った。 合同調整所における訓練状況

「大規模災害時における初動時医療対策のあり方についての検討」

１０．初動時医療対策のあり方（事務局：中部ブロックDMAT連絡協議会）

アプリを使用した実証訓練の様子

「各機関の防災ヘリコプターによる映像情報について、情報共有体制の構築及び情報共有方法の検討」

１１．大規模地震発生時の初動時のヘリ等による情報収集・情報共有体制の構築
                                      （事務局：中部地方整備局）

◆令和７年度の成果

・ワーキングを開催し、「初動時のヘリ等による情報

収集・情報共有体制マニュアル（案）」の共有、

また、「災害時におけるUAV（ドローン）の映像

共有体制の構築」について意見交換を実施し、

映像データを関係機関で共有するためのルール

化等を行い、共有する体制を構築した。

・令和８年１月に上記マニュアル（案）に基づき、

各機関が保有するヘリ映像の情報共有体制に

ついて確認することを目的とした訓練を実施し、

課題の整理を行った。

関係機関のヘリ映像を
集約し、他機関へ配信

ヘリによる情報伝達等訓練の様子
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◆令和７年度の成果

• 高齢者施設のBCPを実効性のあるものとして活用

のため、平時におけるリスク分析、発災後における

緊急時・詳細時行動等に分類した活用マニュアル、

アプリを策定した。

• 施設職員、管轄市町村を対象に災害時の情報発

信、共有について講義・演習型研修を実施した。

• 令和7年度愛知県南海トラフ地震時医療活動訓

練において福祉施設、海部７市町村、名古屋市、

愛知県の連携活動に効果的かを検証した。



中部ライフガードTEC2025

開催概要

○ 開催日：令和7年12月4日（木）
  令和7年12月5日（金）

○ 会場：ポートメッセなごや 第2展示館
（名古屋市国際展示場）

○ 主催：名古屋市国際見本市委員会
 （公財）名古屋産業振興公社

○ 出展者数：78者

○ 来場者：8989人（2日間の合計）

オープニングセッションの様子

令和7年12月4日(木)・5日(金)開催の本展示会に、南海トラフ地震対策中部圏戦略会議のブースを出展しました。

「自分の命は自分で守る」意識の普及を目指し、戦略会議の取組を広く発信しました。

  オープニングセッション

「弱みを強みに変え、南海トラフ地震を乗り越える！」をテーマに、産官学で討論。

中部地方特有の強みをさらに進化させ、事前対策を推進することを確認しました。

  ワークショップ

「災害復興をささえる建設業！ ～過去の災害に学び未来をつくる～」をテーマに、建設産業界とマスコミが討論。

能登半島地震の教訓を踏まえ、市民一人ひとりの備えの重要性を確認しました。

中部ライフガードTEC2025に出展！
～南海トラフ地震対策を周知・啓発～
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第17回 南海トラフ地震対策中部圏戦略会議

●構成員全体で行う令和８年度の活動計画

■「中部圏地震防災基本戦略」（第三次改訂版）における成果と今後の課題のとりまとめ

＜取組内容＞

 「中部圏地震防災基本戦略」（以下、「基本戦略」という）（第三次改訂版）における取り組みの最終年度となる

ため、基本戦略で定める「１１の連携課題」について、第三次改訂以降の取り組みの成果をとりまとめるとともに、

今後の課題について整理を行い、新たな戦略内容の基礎とする。

■「中部圏地震防災基本戦略」の第四次改訂

＜取組内容＞

 令和7年度に調査・分析した南海トラフ地震対策における中部圏の「新たな課題」と「継続的な課題」を踏まえた

「１１の連携戦略」について、構成機関へ照会を行いながら、その具体的な取り組み内容についてとりまとめ、さら

に、戦略のフォローアップに関する方針を定め、最終とりまとめ（案）の作成を目指す。

■継続的に行う取り組み

●戦略会議タイムラインの実効性の向上

＜取組内容＞

 戦略会議の構成員が協働で作成している戦略会議タイムラインの更なる実効性の向上を図るため、関係機関で

共有すべき必要な情報の橋渡しを行い、関係機関相互の連携を強化する。

●防災展示等のイベント等による「南海トラフ地震対策」の周知・啓発

＜取組内容＞

 地域住民が南海トラフ地震を自分事化し、自分の命は自分で守る意識を醸成することを目的として、防災展示

イベント等に出展し、南海トラフ地震対策の周知・啓発を図る。

第17回南海トラフ地震対策中部圏戦略会議を開催
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【開催概要】
日 時｜令和8年6月2日 14:00～16:00

会 場｜中部地方整備局 大会議室

方 式｜対面・Web併用

出 席｜構成員136機関中120機関



中部圏地震防災基本戦略 第四次改訂

発災前 復興

迅速な応急対策、早期復旧の
実施体制の構築

地域全体の復興を
円滑に進めるために

①．“ものづくり中部”のレジリエンス向上

②．つながるつなげる陸・海・空の物流ネットワーク強化

③．人と産業が活躍する圏土基盤の強靱化と防災まちづくり

④．情報インフラと情報共有システムの強化

⑤．防災教育の強化と
 防災人材の育成推進

⑥．「命を守る」「命をつなぐ」ための各種施設の強靱化

⑦．迅速な災害廃棄物処理に向けた広域的連携強化

⑨．関係機関相互の連携
 による防災訓練の実施

応急・復旧

被害の最小化に向けた事前対策

⑩．保健・医療・福祉の体制・連携の強化

臨時

⑪．空と宙から被災地を見える化する情報収集強化

⑧．防災拠点の確保と救援・救護活動を支援するための総合啓開

○第四次改訂における連携戦略について
これまでの基本戦略では、各機関の緊密な連携なくしては達成が難しい課題を「11の連携課題」として位

置付け取組を進めてきました。

第四次改訂では、これまでの連携課題や新たな課題に対し、戦略会議の構成員が課題解決に向け連携し

て取り組むことを明確にするため「連携戦略」と改変します。

また、各連携戦略の取組をより効果的に進めるため、新たに「横断的なポイント」を設けます。具体的には、
災害時に一人でも多くの命を守り被災後の生活を支える「命を守る・命をつなぐ」対策の強化、防災分野での
新技術活用の強化、産官学民の連携強化などを重視します。

～中部圏地震防災基本戦略 第四次改訂～
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第四次改訂（中間とりまとめ）

※赤文字は変更点

赤線はフェーズを変更



【学識経験者】12名 【ライフライン等関係機関】60機関
牛山 素行 静岡大学 防災総合センター教授 全国消防長会 東海支部

奥野 信宏 名古屋都市センター長 全国消防長会 関東支部 静岡県消防長会

柄谷 友香 名城大学 都市情報学部教授 全国消防長会 関東支部 長野県消防長会

辻本 哲郎  名古屋大学 名誉教授 名古屋港管理組合

能島 暢呂 岐阜大学 工学部教授 四日市港管理組合

林 拙郎  三重大学 名誉教授 日本赤十字社 長野県支部

林 良嗣    東海学園大学 卓越教授 日本赤十字社 岐阜県支部

秀島 栄三 名古屋工業大学大学院 工学研究科教授 日本赤十字社 静岡県支部

平松 晋也 信州大学 農学部特任教授 日本赤十字社 愛知県支部

福和 伸夫 名古屋大学 名誉教授 日本赤十字社 三重県支部

水谷 法美 名古屋大学 名誉教授 日本銀行 名古屋支店

渡辺 研司 名古屋工業大学大学院 工学研究科教授 独立行政法人水資源機構 中部支社

中日本高速道路株式会社 名古屋支社

【国の地方支分部局等】37機関 中日本高速道路株式会社 東京支社

警察庁 中部管区警察局 名古屋高速道路公社

警察庁 関東管区警察局 独立行政法人都市再生機構 中部支社

総務省 中部管区行政評価局 中部電力株式会社

総務省 東海総合通信局 東京電力ホールディングス株式会社

総務省 信越総合通信局 関西電力送配電株式会社

法務省 名古屋法務局 名古屋鉄道株式会社

財務省 東海財務局 近畿日本鉄道株式会社

財務省 関東財務局 日本貨物鉄道株式会社 東海支社

財務省 名古屋税関 中部国際空港株式会社

国税庁 名古屋国税局 西日本電信電話株式会社 東海支店

国税庁 関東信越国税局 東日本電信電話株式会社 長野支店

厚生労働省 東海北陸厚生局 株式会社ＮＴＴドコモ 東海支社

厚生労働省 関東信越厚生局 ソフトバンク株式会社

農林水産省 東海農政局 KDDI株式会社

農林水産省 関東農政局 楽天モバイル株式会社

農林水産省 中部森林管理局 東邦ガス株式会社

経済産業省 中部経済産業局 中部地区エルピーガス連合会

経済産業省 近畿経済産業局 一般社団法人静岡県エルピーガス協会

経済産業省 関東経済産業局 一般社団法人長野県エルピーガス協会

経済産業省 中部近畿産業保安監督部 一般社団法人日本建設業連合会 中部支部

経済産業省 関東東北産業保安監督部 一般社団法人長野県建設業協会

国土交通省 中部地方整備局 一般社団法人岐阜県建設業協会

国土交通省 中部運輸局 一般社団法人静岡県建設業協会

国土交通省 北陸信越運輸局 一般社団法人愛知県建設業協会

国土交通省 大阪航空局 一般社団法人三重県建設業協会

国土交通省 東京航空局 一般社団法人建設電気技術協会 中部支部

国土地理院 中部地方測量部 一般社団法人中部地質調査業協会

気象庁 名古屋地方気象台 一般社団法人日本道路建設業協会 中部支部

海上保安庁 第四管区海上保安本部 一般社団法人日本建設機械施工協会 中部支部

環境省 中部地方環境事務所 一般社団法人日本橋梁建設協会

防衛省 南関東防衛局 一般社団法人建設コンサルタンツ協会 中部支部

防衛省 陸上自衛隊第１０師団 一般社団法人プレストレストコンクリート建設業協会 中部支部

防衛省 陸上自衛隊第１師団 一般社団法人全国測量設計業協会連合会 中部地区協議会

防衛省 陸上自衛隊第１２旅団 中部港湾空港建設協会連合会

防衛省 海上自衛隊横須賀地方総監部 一般社団法人日本海上起重技術協会 中部支部

防衛省 航空自衛隊中部航空方面隊 一般社団法人日本埋立浚渫協会 中部支部

防衛省 航空自衛隊第1輸送航空隊 一般社団法人日本潜水協会 中部支部

一般社団法人港湾空港技術コンサルタンツ協会

【地方公共団体等】13機関 一般社団法人海洋調査協会 中部支部

長野県 一般社団法人マンション管理業協会 中部支部

岐阜県 一般社団法人日本産業カウンセラー協会 中部支部

静岡県 中部ブロックDMAT連絡協議会

愛知県 全国浚渫業協会 東海支部

三重県 公益社団法人全国土木コンクリートブロック協会 全協中部地区連絡協議会

名古屋市 公益財団法人日本測量調査技術協会

静岡市 一般社団法人全国特定法面保護協会 中部地方支部

浜松市

長野県警察本部 【報道関係機関】10機関
岐阜県警察本部 日本放送協会名古屋放送局

静岡県警察本部 株式会社CBCテレビ

愛知県警察本部 名古屋テレビ放送株式会社

三重県警察本部 東海テレビ放送株式会社

中京テレビ放送株式会社

【経済団体】4機関 株式会社岐阜放送

一般社団法人中部経済連合会 株式会社テレビ静岡

東海商工会議所連合会 株式会社静岡第一テレビ

一般社団法人長野県商工会議所連合会 株式会社静岡朝日テレビ

一般社団法人静岡県商工会議所連合会 三重テレビ放送株式会社

合計 136構成員(R8.6.2時点）

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議

問い合わせ先

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議事務局
（国土交通省中部地方整備局）
〒460-8514 名古屋市中区三の丸2-5-1 名古屋合同庁舎２号館

                     防災室 運用企画係（TEL：052-953-8357）

（令和８年８月１日発行）

◎構成員

写真について

○表紙（上段）

2024年 第13回 救出救助・総合啓開分科会の様子

○表紙（中段）

2024年 能登半島地震 TEC-FORCE活動状況

○表紙（下段）

2018年 第９回 南海トラフ地震対策中部圏戦略会議の様子

○裏表紙背景

2011年 東日本大震災 道路啓開作業状況 13
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